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韓国のIT関連企業約170社が出展する
「COMDEX KOREA 2000」が、8月
23日から8月26日までソウル市内の国
際展示場「COEX」で開催された。展
示会場では、パソコン以外のインターネ
ット端末と、韓国で急速に普及している
ブロードバンドサービスをターゲットにし
た製品に注目が集まった。

編集部：三柳英樹

製品トレンドはパソコン以外の端末

今回のCOMDEX KOREAは、同時開催

の予定だったネットワーク関連の展示会

「Networld+Interop KOREA 2000」が中止

となってしまうハプニングはあったものの、出

展者は約170社、来場者は4日間で10万人

を越える大規模なイベントとなった。

N+Iは中止となったものの、会場内にはイ

ンターネット関連の展示も数多く見られた。

特に目立ったのは、テレビに接続するセット

トップボックスで、Home TV Internet

とinternet TV networks の2社が大

きなブースを構えて製品をアピールしていた。

両社の製品とも、ウィンドウズ98やウィンド

ウズCEをテレビ向けにカスタマイズしたOS

Jump02

Jump01

今月のニュースを考える

WAVELENGTH
NEWSWAVE+では、ニュースのうねりから時代の波を読み取
る一助となることを目指します。WAVELENGTHは、インター
ネットマガジン独自の「波長」でニュースを捉えて考えるエディト
リアルコラムです。

Z
アジアのブロードバンド先進国

COMDEX KOREA 2000レポート
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ス環境があっても、仲間数人でこうした店に

やってくる客も多いということだ。もちろん、

こうした店にも高速なバックボーンが安価に

引かれている。

いまや、韓国は世界でも有数のブロードバ

ンド大国だ。ブロードバンドが一般ユーザー

にまで普及すると、どのようなサービスが受

け入れられるのか。そしてユーザーはブロード

バンドをどのように使いこなしていくのか。そ

の最初の答えは、おそらくは韓国から見えて

くるのではないだろうか。

アメリカでもブロードバンドサービスの加入者

は昨年末の段階で275万件だ。韓国の人口

が約4000万人であることを考えると、驚く

べき普及率だと言えるだろう。

こうしたブロードバンドの普及もあって、ほ

とんどのテレビ局で本放送をそのままストリ

ーミングで流すなど、ブロードバンド向けコ

ンテンツの開発も急速に進んでいる。

www.kt.co.kr

「PCバン」は深夜も大盛況

ソウルの街中には、いたるところに「PCバ

ン」と書かれた看板がある。PCバンとは、イ

ンターネットが使えるPCを1時間1,500ウォ

ン（約150円）程度で使える店のことだ。た

めしに中をのぞいて見ると、深夜の2時にも

かかわらずネットワークゲームやチャットに熱

中している若者で店内は大入り状態となって

いた。店員の話によれば、自宅に高速アクセ

Jump03

を搭載していて、モデムではなくイーサネット

接続のみがサポートされている点と、動画ス

トリーミング（ウィンドウズメディア）に対応

している点が特徴的だ。現在、韓国ではブロ

ードバンドサービスが急速に普及している最

中で、特にこうしたテレビで楽しむインター

ネットに大きな注目が集まっているようだ。

ほかにもPDAやインターネットカフェ向けの

端末など、パソコン以外でのインターネット接

続を実現する製品が目に付いた。また、製品

としてはMP3プレーヤーの展示が多く、MP3

プレーヤー内蔵の携帯電話といった、いかに

も韓国らしい製品も展示されていた。

www.home.co.kr
www.intvnet.com

ブロードバンドは驚異の普及率

前述のように、韓国ではブロードバンドサ

ービスが猛烈な勢いで伸びている。1997年

のWTOとの通信協商妥結以来、韓国の通信

政策は急速に完全自由化に向かっている。携

帯電話はいち早くcdmaOneを採用するなど

5社が熾烈な競争を繰り広げており、通信会

社も低価格な常時接続サービスを打ち出すな

どして、いずれも顧客の獲得に必死になって

いる。

たとえば、旧国営企業のコリアテレコ

ム の場合、上り640kbps、下り

8MbpsのADSLサービスが月額38,000ウォ

ン（約3,800円）で、すでに韓国内のほとん

どの地域でサービスを開始している。

韓国情報通信部の統計によれば、2000年

8月にはADSLだけでも100万件以上の加入

者があり、CATVやインターネットマンショ

ンなどと合わせるとすでに220万件がブロー

ドバンドサービスに加入していると報告され

ている。日本ではようやくCATVインターネ

ットの加入件数が30万件を越えたばかりで、

Jump03

Jump02

Jump01

1 Home TV internetのインターネット端末「iSet Plus」

2 internet TV networksのインターネット端末「inTVnet」

3 LG電子のMP3プレーヤー内蔵携帯電話「LG-P810」

4 ADSLよりさらに高速なVDSLサービスも開始されている

（写真はハンソルテレコムのブース）

5 熾烈な競争を繰り広げている携帯電話5社

6 深夜でも盛況の「PCバン」の店内 5 6

4
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日韓米のブロードバンドサービス普及状況（単位：件）

アメリカ：1999年12月現在（FCC） www.fcc.gov/Bureaus/Common_Carrier/Orders/2000/fcc00290.pdf
日本：2000年6月現在（郵政省） www.mpt.go.jp/pressrelease/japanese/denki/000731j601.html
韓国：2000年8月現在（情報通信部） www.mic.go.kr/rmic/webdriver?MIval=d100-0002-1&m_code=d100-1425-1
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今月の視点

WAVE SIGHT WAVE SIGHTでは、イベントやトレンド、事件など、
注目のできごとを解説します。

y

トップに辿り着く1歩手前に“ガラスの天井”

があることもまた事実です。しかし近い将来、

インターネットによってこの天井は取り払わ

れることでしょう｣と語った。

また、米国のインターネット業界全体に対

し、「現在シリコンバレーには160万のIT企

業がありますが、そのうち、600ものCEOの

席が空いてます。この席に適した人材を見つ

け、またその人材をキープするのは容易では

ありません」としながらも、「だからこそ、い

まこそ女性がトップの座を手にするチャンス

でもあるのです」と述べた。

さらに、自らが率いるウーマン・コムの事

業に関しては、「女性サイトは少なからずEC

の主流から外れているのではないかという見

方もあるようですが、そんなことは絶対にあ

りません。女性こそが最大のオーディエンス

です」と力強く語った。その理由として、

①女性は家庭の購買力を握っている。

②自分の興味のあることに対する情報を仕入

れることによろこびを感じる女性の習性が

ECに適している。

といったことを挙げ、「現在、米国では女

性のインターネットユーザーが男性を0.8ポイ

ント上回っており、ECにおける女性の消費量

は今後も急増する」とした。

また、女性に向けたサイトの運営を男性が

行うことについて、｢いままで男性は、自分が

理解できるものに対して投資する傾向があり

ましたが、近年そうではなくなってきていま

す。現在、B to Cの女性サイトの経営者に

女性が増えてきていますが、ぜひ、（男性にも）

こうしたサイトに投資してほしいです｣とした。

さらに、こうした女性経営者とそれを目指

す女性に向け、「インターネットの世界で女

性が生き残るために必要なこと」として、

①資金援助を受けるには、経済の専門用語

などの知識を身に付けるべきである。

②女性にもテクノロジー教育を積極的に受け

させるべきである。

③女性は自分で自分に制約をかけ、大きなゴ

ールを掲げようとしない傾向がある。そう

した視点や視野を見直し、高い理想を持

つべきである。

など数々のアドバイスをしたうえで、｢本当

の意味での変革が始まるのはこれからであり、

まだ全体像も見えていません。ニューメディ

アにおいて、女性こそが鍵を握るのです｣と語

った。

今回は、本スピーチ以外に本誌独占で同

氏にインタビューを行っているので、ぜひそ

ちらもご覧いただきたい（→P.260）。

女性がインターネットに求めるもの

第5回 国際女性ビジネス会議開催
2000年8月26日、国際女性ビジネス
会議実行委員会が主催する、第 5回
国際女性ビジネス会議の会場となったホ
テル日航東京には、日本中から600人
以上もの女性が一堂に会した。「女性と
インターネット」というテーマのもと、
各界の著名人を交えて熱いディスカッシ
ョンが繰り広げられた本会議より、今回
は基調講演および特別講演の模様をお伝
えする。 編集部：中野果林

世界規模で“インターネットと
女性の関係”が脚光を浴びている

今回、基調講演のスピーカーとして来日し

た、米ウーマン・ドット・コム・ネットワー

クス社 （以下、ウーマン・コム）会長

兼CEOのマーリーン・マクダニエル氏は、

｢いま、世界規模で“インターネットと女性

の関係”が脚光を浴びています。われわれは、

タイムリーかつ非常に重要な話題を議論する

ためにここに集結しました」としたうえで、

｢インターネットは、すべてのユーザーに対し

て平等にチャンスを与えます。ですから女性

にとってインターネットとは、（いままで男性

優位であった）ビジネス社会で大きく飛躍で

きるチャンスを多分に含んだステージなので

す。近年、企業のトップの座に女性が就くこ

とは不可能ではなくなってきました。ですが、

会場となったホテル日航東京。当日は610用意された席が満席となった

www.women.com

インターネットマガジン／株式会社インプレスR&D
©1994-2007 Impress R&D



INTERNET magazine 2000/11 193

N e w s W A V E +
PLUS

W A V E  S I G H T2000.11

インターネットビジネスは
“モニターのなかの闘い”である

特別講演でスピーチを行った、韓国イー・

コーポレーション社長兼CEOの金 ニ淑氏は、

母国のインターネット業界が急成長している

理由として、

①韓国政府が中小企業を優先的にバックア

ップする政策をとっている。

②IMF（国際通貨基金）のおかげで個人の

独立性を重視するようになった。

③PCバン（インターネットカフェのようなサー

ビスを提供する施設）の普及により、だれ

でもインターネットにつなげるようになった。

④せっかちで失敗をおそれない韓国人の気質

が業界活性化に拍車をかけている。

などを挙げ、「韓国はすぐれたビジネスモデ

ルの生成地です」と語った。

また、インターネットが韓国の女性に及ぼ

した変化として「だれもが平等にビジネスチ

ャンスを手にできる基盤ができあがり、女性

の持つ能力が高く評価されるようになった」

とし、「女性はインターネット業界で成功を

収める素質を十分に備えています」と続けた。

その理由としては、

①インターネットビジネスは、パソコンのモニ

ターのなかで繰り広げられるバーチャルな

サービスであるため、サービス精神が旺盛

な女性に向いている。

②B to Cにおいて顧客の大半は女性である。

女性の気持ちは女性がもっとも理解してい

るため、さまざまな面で女性に有利である。

マーリーン・マクダニエル氏／米ウーマン・ドット・コム・ネットワークス社会長兼CEO

③インターネットビジネスでは新しい職種

（例:ウェブデザイナーなど）を立ち上げら

れ、未経験が障害にならない。

④自分が持っているものを周りの人々と分か

ち合うという女性の性質がインターネット

ビジネスに向いている。

などとした。

さらに、女性がベンチャービジネスを成功

させるために必要なこととして、

①ベンチャービジネスの徹底的な研究。

②変化に対するスピードを身に付ける。

③マネージメントスキルを身に付ける。

などを挙げた。

そして最後に、「アジア人は一度、失敗す

ると一生それを引きずりますが、それはいけ

ません。たとえゲームに失敗しても、その都

度、復活するための新しいルールを作り出す

柔軟性が必要です」と語った。

iモードは
“情報サービスのコンビニ”である

同じく特別講演でスピーチを行った、iモ

ード向けコンテンツの開発者であり、最近で

はイー・ウーマンのエディトリアルディレクタ

ーとしても活躍中の松永真理氏は、｢iモード

は決してテクノロジーをアピールしたわけでは

なく、“生活をラクにする”ことを前提に開

発しました。“電話をかけるようにインターネ

ットにつなげる”といったイメージです。言

わば“情報サービスのコンビニ”ですね｣と述

べた。また、自身のビジネス上での成功に関

しては、｢自分から積極的に動き、いいベン

ダーにめぐりあえたことが大きかったです。特

別な能力などありません｣と語った。

インターネットは
女性に有利なステージである

これまでの話をもとに「女性とインターネ

ット」の関係を考えてみると、やはりイン

ターネットは「女性に有利なもの」という

見方が強いようだ。たしかに、女性がビジ

ネスの世界で生き残るには超えるべき壁が

あるが、むしろその壁を超える手助けをす

ることこそが、インターネットの果たす役

割なのではないだろうか。
松永真理氏／イー・ウーマン

エディトリアルディレクター金ニ淑氏／イー・コーポレーション社長兼CEO
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.JPドメインの疑問に答える

JPNICでも新しい.jpドメイン名について

のアナウンスは行っているものの、解説には

専門用語も多く、また一部誤解を招きやすい

報道があったため、ユーザー間には混乱が生

じている。そこで、こうした疑問点について、

JPNICの事務局から一問一答の形で回答を

頂いた。ただし、回答は方針案に基づいてい

るため、今後変更される可能性があることを

あらかじめお断りしておく。

Q 新しい.JPドメイン名は誰でも登録でき

るのですか？

A 登録できるのは、日本での住所・所在

地を確認できる組織または個人に限ら

れます。

Q これまでの「co.jp」や「ne.jp」といっ

たドメイン名は廃止するのですか？

A 廃止はしません。従来のドメイン名は存

続しますし、新規登録も可能です。

Q ドメインの登録料や年間使用料はいく

らかかりますか？

A 登録料や年間使用料については、数千

円程度を目途に検討中です。ただし、

同時申請期間中の申請については、数

百円～数千円程度の手数料を検討して

います。

Q co.jpのような既存のドメイン名にも、

新しいルールは適用されるのですか？

A 既存のドメイン名については、1組織1

ドメイン、譲渡の禁止といったこれまで

の原則を当面の間維持します。

Q 日本語ドメイン名に使えるのはどのよう

な文字ですか？また、何文字まで登録

可能ですか？

A 漢字、全角ひらがな、全角カタカナと従

来のアルファベットや数字の組み合わせ

で、長さは15文字程度を想定していま

す。また、使える漢字の範囲（JIS第2

水準など）については現在検討中です。

Q example.co.jpの所有者には、自動的に

example.jpが割り当てられるのですか？

A 既存ドメインの所有者でも、同時申請

期間に申請を行わなければ、優先的に

割り当ては行われません。

個人でも登録でき、1人でいくつでも申し込める

JPNICに聞く「.JP」ドメイン案の概要
JPNICは9月1日、汎用JPドメイン
名（以下「.JPドメイン」）の方針案を
公開した。「impress.jp」のように「co」
や「ne」といった属性が付かず、「.com」
ドメイン名と同じように誰でも自由に登
録できる、まったく新しいドメイン名が
日本にも登場する。

編集部：三柳英樹

これまでの方針を大きく転換

今回、JPNIC が示したスケジュール

案によれば、「example.jp」という形式

の.JPドメインは、11月20日から申請を受

け付け、1月22日には運用を開始する予定

となっている。.JPドメインもこれまでと同様

に先着順に登録を行うが、11月20日から12

月22日までは「同時申請期間」として、こ

の間に同じドメイン名に複数の申請があった

場合には、以下のルールにより登録者を決定

するとしている。

（例）example.jpに複数の申請があった場合

・既存のドメイン名（example.co.jpなど）

の所有者を優先する。対象が複数の場合

（example.co.jpとexample.ne.jp）には、

登録年月日の早い方を優先する。

・上記の対象者が存在しない場合には、抽

選で登録者を決定する。

また、.JPドメインでは日本語（漢字、ひ

らがな、カタカナ）を含むドメイン名の登録

も開始するとしている。しかし、アルファベ

ット以外のドメイン名は世界各国との調整が

必要であり、運用開始が遅れる可能性を

JPNIC自身も認めている。

世界的にもこうしたドメインの拡張は初め

てのことであり、現在準備が進められている

「.com」「.net」「.org」に続く新たなgTLD

ドメインの拡張を前に、.JPドメインはドメ

イン拡張の最初のケースとして、世界からも

大きな注目を集めることにもなるだろう。

www.nic.ad.jp

既存のJPドメイン名 汎用JPドメイン名（.JPドメイン）

登録形式 組織の種類別のSLDを利用 組織の種類に関係なく形式は同一

・example.co.jp（会社の場合） ・example.jp

・example.ac.jp（大学の場合）

登録資格要件 登録者の組織種別によって、登録 登録者の組織種別は問わない。

できるドメイン名が異なる 個人でも登録可能

組織あたりの登録可能ドメイン数 原則1組織1ドメイン 制限なし

ドメインの移転（譲渡） 企業の合併や親子関係など、一定の 原則自由（海外在住者、海外企業へ

事由を除いて禁止 の移転は不可）

日本語ドメイン名の利用 不可 可（日本語名.jp）

.JPドメインのスケジュール（予定）

2000年9月1日～9月30日 「汎用JPドメイン名に関する方針（案）」に対する意見の募集

2000年10月10日 JPNIC方針文書、登録規則公開

2000年11月20日 登録規則施行

2000年11月20日～12月22日 登録受付開始（同時申請期間のルールを適用）

2001年1月22日 通常の登録受付開始（先着順）、.JPドメインの運用開始

既存のドメインと.JPドメインの違い

インターネットマガジン／株式会社インプレスR&D
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を決定した」と表明した。

これら2社が相次いで市内参入を表明した

背景には、7月の日米接続料交渉で東西

NTTに対して通信会社が支払う接続料が大

幅に下がることが確実になったという事実が

ある。接続料の値下げにより、新電電は市内

電話事業でなんとか大赤字にならずに運営し

ていけるめどがたったのだ。

一方、東西NTTは8月31日、県内の市外

電話の大幅値下げ発表で対抗した。発表会

の席上、NTT東日本の井上秀一社長は市内

電話値下げについて「いろんな工夫をしてい

きたいと思っている」として値下げを示唆す

る発言をした。3分10円の料金の見直しや

料金プランの新設などを検討しているとみら

れる。

東西NTTの値下げが引き金になり、当面

は市外電話の値下げ発表が相次ぐことにな

る。DDIなどは9月14日、県内市外電話の

料金値下げを発表した。現在、最大の長距

離電話会社であるNTTコミュニケーションズ

が県をまたぐ「県間市外」電話の値下げをす

るとの噂も流れている。発表されればこれも

同業他社にとっては大きな衝撃となりそうだ。

市内電話については日本テレコムなどが今

後、料金を具体的に発表する見込みだ。ま

た、3分9円という割安の市内電話を提供し

ている東京通信ネットワーク（TTNet）と九

州通信ネットワーク（QTNet）も3分8円台

に値下げする可能性がある。

データ通信にも波及する値下げ競争

また、こうした流れを受けてインターネッ

トの定額制料金も下がる可能性もある。東西

NTTは現在、ISDNの使い放題サービス「フ

レッツ・ISDN」を月額4,500円の定額制で

一部地域で提供して人気を呼んでいるが、こ

れを値下げして顧客の獲得に乗り出す可能性

も否定できない。また高速ネット接続が可能

なADSLについてはこの秋から来年にかけて

通信各社がエリアを拡大するが、顧客の囲い

込みの一環として格安料金を打ち出すケース

も期待できそうだ。

このように「マイライン」は電話会社に市

内通話料金をはじめ、大規模な競争を生み

出している。ユーザーにとっては大いに歓迎

すべき制度であるといえるだろう。

マイライン www.myline.org

NTT東日本 www.ntt-east.co.jp

NTT西日本 www.ntt-west.co.jp

日本テレコム www.japan-telecom.co.jp

KDDI www.kddi.com

来年5月の「マイライン」実施に向けNTTと新電電が激突!

電話会社による泥沼の値下げ競争が開始
7月に発表された新電電各社の市内電話
への新規参入に対抗して8月 31日、
NTT東日本とNTT西日本は市内通話
料の料金値下げの検討に着手したことを
発表した。ユーザーにとっては大きなメ
リットとなる市内通話料の料金値下げだ
が、通信会社にとってはまさに泥沼の値
下げ競争で顧客の囲い込みに走っている
と言えるだろう。 川野浩一

ついに始まる市内通話料の値下げ

マイラインとは利用する電話会社を「市

内」、「県内市外」、「県外」、「国際」の通話区

分ごとにわけてあらかじめ登録する制度だ。来

年1月から受け付けを開始し、5月から実施

される。これにより現在は必要な「0077」、

「001」などの電話会社識別番号が不要とな

るため、利用者の利便性は向上する。

しかし、これは通信会社にとっては地獄の

制度だ。2001年11月以降は他社に移行す

る場合に800円の料金が取られるため、利用

者がいったんある通信会社に登録してしまえ

ば、その後は通信会社の切り替えが難しくな

る。シェアが固定されてしまうのだ。このた

め通信各社は値下げをユーザーにアピールし、

なんとか顧客のつなぎ止めを図ろうと必死に

なっているのが現状だ。

相次ぐ新電電各社の参入

値下げの流れは7月4日に始まった。日本

テレコムの村上春雄社長は定例記者会見で

「若干赤字になったとしても市内電話サービ

スを提供できれば、という気持ちが強い」と

述べ、市内電話事業への参入を検討してい

ることを認めた。料金については、同社の市

外電話の番号が「0088」であることから「3

分間で8.8円というのがいいのでは」という

幹部もおり、8円台という破格値で参入する

可能性もある。

これに続き、DDIの奥山雄材社長は7月

28日、「合併するKDDと日本移動通信

（IDO）の社長の了解を取り、市内電話参入

【2000年】

7月 4日 日本テレコム社長、市内電話参入を示唆

7月28日 DDI社長、市内電話参入を表明

8月18日 ケーブル・アンド・ワイヤレスIDC、市外電話参入を発表

8月22日 九州通信ネットワーク（QTNet）、市外電話値下げを発表

8月31日 東西NTT、県内市外電話の引き下げを発表。NTT東日本社長、市内電話値下げを示唆

9月 5日 日本テレコム社長、県内市外電話の引き下げを表明

9月14日 DDIとKDD（KDDI）、県内市外電話の引き下げを発表

10月 1日 東西NTTとKDDI、県内市外電話の値下げを実施

【2001年】

1月10日 マイライン受け付け開始

5月 1日 マイラインサービス開始

これまでの市内通話をめぐる値下げの経緯

インターネットマガジン／株式会社インプレスR&D
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「コンサルティング」「マーケティング」「ソリューション」の統合が進む

eビジネスのサポート企業に求められる能力

の重要性が再認識されたこともあり、デザイ

ンやブランディングに強みを持っていた広告

代理店が競争に加わった。こうしてサービス

自体も融合され、複雑なものになってきた。

象徴的なのが、これまでは専業だった企業

の動向で、中でもマーケティング、デザイン

系とソリューション系企業の動きだ。ここに

来て買収による規模の拡大と手薄な分野の補

完が盛んになっている。たとえばウェブデザ

イン企業としてスタートしたiXLは、戦略立

案やソリューション、クリエイティブなどの分

野で30社以上の企業を買収して拡大してき

た。同様にMarchFIRSTは、それまで買収

によって大きくなってきたB2Cブランディン

グ企業のUSWeb/CKSが、ソリューション

企業のWhitman-Hartに買収されて誕生し

たという経緯がある。このように米国では競

争力確保のため、コンサルティング、ソリュ

ーション、マーケティングのすべてを統合し

たサービスの提供が必要となってきたのだ。

サービスの融合が遅れる日本市場

翻って日本市場を見ると、これらを統合し

たビジネスモデルを持つプレイヤーはきわめて

少ない。左の図に日本での各分野の代表的

なプレイヤーを挙げたが、いずれの企業も1つ

ないし2つの分野しかカバーできておらず、す

べての分野をフォローできるだけのリソースを

持つ企業はまだ出てきていない。

さらに、市場の大半がウェブサーバーの構

築とウェブサイトのデザインにとどまってお

り、フルラインでのサービス提供が求められ

るマーケットもいまだ十分に熟していない。し

たがって、米国で見るようなサービスの統合

にはすぐには至らないと考えられる。

しかしながら、一般企業のeビジネスの進

展とともにサービス市場が本格化すれば、激

しい競争の中で米国で見られたようなサービ

ス統合の重要性が高まると考えられる。日本

で今後、どの企業がこのような統合的なサー

ビスを提供しはじめるかに注目している。

「eビジネス・サービス」の3大要素と 
各分野に強みを持つ企業 

ソリューション 

ホスティング 
・富士通 
・NEC 
・日立 
・東洋情報システム 
・ソフトバンクテクノロジー 
・IIJテクノロジー など 

マーケティング 

・オン・ザ・エッヂ  
・キノトロープ   
・メンバーズ    
・凸版印刷   
・大日本印刷 など 

 
・KPMG 
・Andersen Consulting 
・PwC 
・ネットイヤー 
・フロントライン.JP など 

eビジネスコンサルティング 

デザイン、インターフェイス 
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いま米国では、eビジネスの展開をサポー
トするサービス会社には「コンサルティン
グ」「マーケティング」「ソリューション」の3
要素をすべて提供できることが求められ
ている。日本でもeコマースの拡大ととも
にこうしたフルサービスが必要になるだろ
うが、ここにまで至る有力な企業はまだ見
当たらないのが現状だ。日米の「eビジネ
ス・サービス」企業の実態をまとめた。

山科拓
ひろし

ゴールドマン・サックス証券会社東京支店

調査部／ヴァイス・プレジデント

急成長が期待される
「eビジネス・サービス」市場

企業が手掛けるeビジネスのサポートを目

的とするサービスは多岐にわたる。特に大き

いのが「eビジネス戦略」「eビジネスマーケ

ティング」（ブランディングなど）「ウェブデ

ザイン」「ソリューション」の4項目だ。米

Forrester Research社の調査では、こうし

た「eビジネス・サービス」の米国での市場

規模は1999年に約1兆円、2000年には約2

兆円、2003年には6兆5,000億円にも達す

ると推測され、インターネット関連ビジネス

の一角として期待されている市場だと言える。

米国に対して日本市場は、富士キメラ総

研の予想によればウェブソリューション市場

で約1,500億円の規模にとどまる。各社の発

表ベースで積み上げてもほぼ同規模の数値に

なると想定され、市場規模は米国の1/10か

ら1/20程度であると推測される。

eビジネスをサポートする3分野

米国のプレイヤーを見ると、そのバックグ

ラウンドは大きく3種類に分けられる。第一

は「マーケティング、デザイン系」であり、具

体的にはRazorfish、iXLなどの企業が名高

い。第二は「SI（システムインテグレーター）

系」で、大手のIBMやHewlett-Packardな

どをはじめS a p i e n t やC am b r i d g e

Technology、Sient、Viantなどのウェブソ

リューションに特化した企業が多数挙げられ

る。また、Andersen Consulting、KPMG、

PwCなど従来の「経営コンサルティング」会

社もこの分野に相当力を入れており、これら

が第三の勢力だと言えよう。

つまり米国では、広告代理店の分野であ

った「マーケティング＆ブランディング」、ま

た、システム構築の延長線上としての「ウェ

ブソリューション」、さらに、さまざまな企業

のビジネス展開に助力してきた「コンサルテ

ィング」の各分野で、それ

ぞれが強みを生かしてeビジ

ネスをサポートしている様子

が浮き彫りになっている。

統合されるeビジネス
サービス企業

ここ数年来、IT戦略が企

業の競争力に大きな影響を

持つと考えられ、「SI」と

「コンサルティング」の間の

業際が低くなり、互いに競

争が見られるのは周知のと

ころだ。

eビジネスの出現でマー

ケティングとブランディング

アナリストレポート

インターネットマガジン／株式会社インプレスR&D
©1994-2007 Impress R&D



スを提供できると考えて

取り組みました。独自

技術ではなく標準を重

視しているのは、技術革

新が迅速になるためで

す」と語る。

また、携帯端末やワ

イヤレスの分野も重視し

ており、さまざまな端末

でのPDFのサポート、

電子ブックへの取り組

み、オーサリングツール

の提供（GoLive 5.0はi

モード用ページ作成をサ

ポートする）を行ってい

くという。

サーバーに進出するマクロメディア

フラッシュのプロダクトマネージャーである

ジェレミー・クラーク氏が何より強調するの

は「標準」という言葉だ。「実際にどれくら

い使われているかを見れば、フラッシュは真

の標準と言えます。ファイルフォーマットや

プレイヤーのソースコードを公開したことで、

パソコン以外の環境でのサポートも進むでし

ょう。セットトップボックスや携帯端末など

への普及が、これからの方向です」

現在フラッシュは、ウェブTVやドリームキ

ャストなどでサポートされ、マイクロソフトの

ポケットPC用プレイヤーの開発も進んでい

る。現状では無理だが、ハードウェア性能が

向上すれば携帯電話でも動くかもしれない。

フラッシュ5では、お絵かき以外にも注目

したい新機能がいろいろある。たとえば、

ECMAScript（JavaScriptの文法の標準規

格）に基づいて作られたスクリプト

「ActionScript」や、XMLデータを読み書き

できる機能だ。XML Socketというサーバー

との接続機能もある。「セキュアサーバーとの

接続をキープできるので、安全なデータ送信

ができます。また、チャットなどにも応用で

INTERNET magazine 2000/11 197

N e w s W A V E +
PLUS

W A V E  U P !2000.11

パソコン向けのソフトウェアで名高い企
業でも、インターネットに向かう流れに
は積極的に参加していこうとしているよ
うだ。ウェブ制作ツールGoLive 5.0の
日本語版を発表したアドビシステムズと、
アニメーション作成でお馴染みのフラッ
シュを5にバージョンアップしたマクロメ
ディアを訪れた。パッケージソフトの小
幅な修正にとどまらない、グラフィック
ス製品の新たなねらいが見えてきた。

本誌デスク：佐藤和人　

ウェブ企業となったアドビ

現在のアドビは、自社の製品をDTPでは

なくウェブパブリッシング用のツールとして強

調している印象がある。米アドビシステムズ

のシニア副社長（製品開発担当）のシャンタ

ヌ・ナラヤン氏に、アドビの製品戦略に関し

て聞いた。ウェブへのフォーカスに関しては、

「ウェブを取り込みきったと考えています。

“ウェブ企業”と言っていただいてもかまいま

せんが、DTPをやめるということではありま

せん」とのこと。

GoLive 5.0の中で注目したいのは、インタ

ーネットを通じた共同作業によるサイト制作

を支援する機能だ。「デザイナーとプログラマ

ーの間に現在あるギャップを埋めていく製品

を提供します。プロトコルとしてWebDAVと

いう標準をサポートしているので、遠隔地に

いる複数の人が協力してサイトを作成できる

ようになります」

また、アドビではソフトウェアの提供だけ

でなく、サイト制作や管理をサポートするサ

ービスも行っていくとのことだ。

現在のアドビで話題になるのがXMLベース

のベクターグラフィックス言語SVGだ。すで

にSVGの作成に重点を置いたイラストレータ

ー9.0を出荷済み。98年からW3CでSVG標

準の作成にかかわっていたことについては、

「ウェブ上の表現に関して多くの人が不満を

抱くだろうと考えていました。我々の経験を

活かして、ウェブでも魅力的なグラフィック

きるでしょう」

マクロメディアは、企業の買収によってサ

ーバー製品にも進出している。Likemindsの

パーソナライゼーション機能を使えば、ある

品物を買った人の傾向を調べて、客に買い物

の提案をするといったことができる。Ariaは、

サイト内でのトラフィックを分析してレポー

トするツールだ。「ネットワークを利用したサ

イト制作環境をよりよいものにしていくこと

を考えています。将来的には、どのコンテン

ツがトラフィックを集めているか、オーサリン

グツールの中でビジュアルに分析できるよう

なものを目指したい」

アドビとマクロメディアの戦略には共通す

る部分が多い。パソコン上で完結した環境だ

けではなくネットワーク上での共同作業のサ

ポートも追求すること、標準の重視、そして

携帯端末などパソコン以外の環境でのグラフ

ィックス市場をねらうことだ。

サーバーとモバイルに向かう2大ソフト企業

ウェブグラフィックスの新しい潮流

1アドビシステムズのシニア副社長シャンタヌ・ナラヤン

氏　2開発中のPalm用PDFビューワー 3開発中のポ

ケットPC用フラッシュプレイヤー 4マクロメディア社

のフラッシュ・プロダクトマネージャー、ジェレミー･クラ

ーク氏

43
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グローバルビジネスの登龍門

『スタートアップフォーラム』はベンチャーと海外投資家を結ぶ

ビットバレーブームに沸いた昨年冬、ム
ーブメントの中心地、渋谷で小さなパー
ティーが始まった。日本のビジネスパー
ティーとはおよそ似つかわしくない欧米
スタイルの『スタートアップフォーラム』
は、世界的にビジネスを展開しようと考
える国内ベンチャー企業と海外投資家と
を結ぶことを目的に催されている。果た
して、この場から世界にはばたく国内ネ
ットベンチャーは生まれるのだろうか。

編集部：西田隆一

オープンソース的発想で
企業家と海外投資家が参加する

「去年の8月ぐらいからビットバレーの集ま

りを見ていて、アメリカで見かけるような、こ

れからビジネスを打って出る人の話が中心の

イベントとは違うなと感じていました。そう

こうしているうちに、去年の秋ぐらいからア

メリカのベンチャーキャピタリストが日本で活

動しているのを発見したので、彼らとビット

バレーに来るような人たちとが接点を持てる

ようなイベントをやってみうというのが、もと

もとの発想なんです」

今年の2月からスタートアップフォーラム

を始めたメタアソシエーションの高間剛典氏

はこう語ってくれた。マルチメディアやインタ

ーネット関連のジャーナリストとして知られ、

海外でも活躍する彼にしてみれば、日本のベ

ンチャー企業の立ち上がりにアメリカとの温

度差を感じていたのは当然のことだろう。

スタートアップフォーラムは、国内のベン

チャー企業とベンチャーキャピタリストのよう

な海外の投資家とを結ぶのが目的なのだと彼

は言う。ただし投資家からすぐに投資を得る

ことを目的とした即効薬的な場ではない。ベ

ンチャー企業と投資家とが対等の立場で、プ

レゼンテーション付きのパーティーに参加し

て出会うコミュニケーションの場なのだ。こ

のため「ある種、オープンソース的な発想で、

プレゼンテーションする人も観客も同じ金額

で参加してもらっている」のだそうだ。

英語のプレゼンテーションを
乗り越えて

当初は、“日本人”のベンチャー企業家が

プレゼンテーターとして参加し、彼らのビジ

ネスパートナーとなる海外のベンチャーキャピ

タリストやインキュベーター、コンサルタント

などが観客して集まるという構図を描いてい

ようだ。しかし、結果としてはインターネッ

トビジネスに携わる外国人コミュニティーの

場となりつつある。理由は英語でのプレゼン

テーションにあるようだ。

「インターネットでグローバルなビジネスを

するんだったら、英語でプレゼンテーション

をやってみなさい」と高間氏は言うが、やは

り日本人には言葉の壁が大きいようである。

それ以上に、プレゼンテーション後のパーテ

ィーでビジネスパートナーを見つけるというの

も日本人にはハードルが高い。面白いことに、

逆にニューヨークやLA、フランス、シンガポ

ールなど海外からプレゼンテーションをするた

めに、わざわざ参加しに来る人がいるという

現実がある。

インターネットの衝撃は地理的な制限なし

に世界を相手にビジネスができるのは言うま

でもない。1億人以上いる日本の市場は大き

いが、いずれ国内でのビジネス展開も飽和す

るだろう。だからこそ、ネット企業家もそろ

そろ世界を視野に入れなければならない。日

本にいながら海外のパートナーを見つけられ

るスタートアップフォーラムが、日本発のネ

ットビジネス創出の場になるのに期待したい。

スタートアップフォーラム

www.well.com/user/metaa/
startupforummenu.html

1主催者の高間剛典氏 スタートアップフォーラムは、渋

谷のQ-FRONTで隔月で開催されている。4回目となる8

月29日にプレゼンテーターとして参加した日本人はター

ゲットワンの本田季伸氏（2）とPlatform4e.comの今

矢賢一氏（3）の2人。両者とも海外への進出を考えて

いるのだと言う。異口同音に「海外のベンチャーキャピタ

リストのほうがビジネスに対しての知識が豊富」とパーテ

ィー会場では手ごたえを感じていた 4ここが日本だと思

えないほど、日本人参加者が少ない会場。スタートアッ

プフォーラムの様子はウェブサイトでも見られる
www.e-style.ne.jp
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データセンターを使って誰もがすぐにISPやASPになれる

サン、オラクル、シスコら5社が共同でバーチャルxSPサービスを開始

中曽根元首相の公式サイトオープン

インターネットによる国民参加政治へ意欲表明

サン・マイクロシステムズ、シスコシス
テムズ、日本オラクル、ピーエスアイネ
ット、NTTソフトウェアの5社は8月
31日、共同で記者会見を行い、データ
センターでのバーチャルxSPサービスを
行うことを発表した。これは、今後のデ
ータセンターの新たな可能性を示唆する
ものとなった。 本誌デスク 佐々木真之

新たなネットワーク事業を支援

5社の発表した「VxSPワンストップ・ソ

リューション」は、たとえばこれからISPや

ASP、CSP（コンテンツ）といったサービス

を始めようとする事業者に対して、事業に必

中曽根康弘元首相が、積極的にインター

ネットを利用した政治改革に取り組みたいと

いう意向により、9月7日、自著『二十一世紀

日本の国家戦略』の出版記念パーティーの席

上で自身のホームページ「YATCHAN'S

WORLD」 を公開した。

政治見解からその活動内容、ヒストリー、

創作活動など、中曽根氏の世界を網羅した

このウェブサイトで、特に注目なのが「e-

seiji.com」。インターネットに関心を持ち、

それを政治と結び付け、IT時代における国民

の政治への直接参加を視野に入れた中曽根

氏のビジョンが語られている。世界的規模に

あるインターネットに着目し、各国と足並み

をそろえた社会基盤の確立を目標とする。EC

に対する減税策やコンピュータ教育の推進と

いった米国におけるインターネット関連の具

体的施策を例に、日本が取るべき戦略案を

ここで打ち出している。

www.yatchan.com

要なハードやソフト、インターネット接続環

境などをパッケージ化して提供するものだ。

これにより、ユーザーはこれまでよりも簡

単かつ迅速に事業を開始できるようになるだ

けでなく、事業の運営自体をアウトソースで

きるようなる。つまり、自社ではなにも設備

やノウハウがなくてもこれらのxSP事業を行

えるということだ。

しかも、サーバー類はサン、ルーターやス

イッチなどのネットワーク機器はシスコ、

RDB（ Relational DataBase） や DWH

（Data WareHouse）関連のソフトとハード

はオラクル、システム全般の設計と構築は

NTTソフトウェアが担当し、ピーエスアイネ

ットがデータセンターなどのインフラ全般とマ

ネージメントサービスを提供するという豪華

なパッケージ内容だ。

これら5社のアライアンスはオープンかつ非

独占的なものであるため、今後別のISPやデ

ータセンター事業者と組んでそれぞれが類似

のサービスに参加する可能性はある。しかし、

それぞれの分野でのメジャープレイヤーともい

える企業がそろってこうしたサービスを始め

た意味は大きい。

今後はこうしたサービスを利用して、たと

えばソフトの知識はあるがインターネットのノ

ウハウは乏しいようなソフト会社がASPサー

ビスを開始したり、学校が自校の独自ブラン

ドで学生向けに専用ISPサービスを行ったり

するような、まさに「バーチャルxSP」とい

えるようなサービスが増えていくだろう。ま

た、今後ISPの淘汰が進むなか、運営の苦し

くなったISPが既存会員の受け皿として利用

するという需要も見込まれるだろう。いずれ

にしろ、データセンターの使い方がいまいち

わかりにくいという声があるなか、ユーザーに

とっても、また事業社にとってもこれは1つ

のヒントとなるのではないだろうか。

www.jp.psi.net/News/Press/000831.html

インターネットを使った政治を推進する中曽根元首相
Photo : Watari Tokuhiro
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ツバル国が「.tv」ドメイン売却益で
国連加盟を果たす
南太平洋の島国ツバル国が5日、ツバル国

の国識別アドレス「.tv」の使用権をカリフォ

ルニアのベンチャー企業dotTV社に売却した

利益を元に189番目の国家として国連加盟

を果たした。これはdotTVが5日付けのプレ

スリリースで明らかにしたもの。dotTVは、

アドレスが「.tv」で終わるドメインを販売す

ることで利益を上げる予定だ。

リリースによると、dotTV社は「.tv」使用

権を10年間にわたって合計5,000万ドル支

払う契約をツバル国と交わしたが、ツバル国

はこの資金を元に国連の年会費を支払うこと

ができるようになり、国連加盟を果たしたと

いう次第。さらに、ツバル国では現在すでに

支払われている1,800万ドルを使って社会的

インフラの整備、道路の修復、電気、医療

従事者の確保、インターネット接続や国際奨

学金や教育の充実を目指すという。

このことについてツバル国首相のIonatana

Ionatana氏は「ツバルの資源は魚とコプラ

（ココナツの実を乾燥したもので、石鹸の材

料などになる）で、これらはほんの少しのお

金しか生み出さない。dotTVとの合意は我々

に経済的な自立を与えてくれた。我々の国連

加盟はツバルが国際社会に参加したことを世

界に示すものだ」とコメントした。

またdotTVのCEO、Lou Kerner氏は「イ

ンターネットがこれほど直接的に国家の発展

にインパクトを与えることなど滅多にない」と

喜びを隠さない。

www.tv

［9/6 taiga@scientist.com］

時限課金特許のIS社が
ゼロ、WebMoney、BitCashに使用差止仮処分請求
株式会社インターナショナルサイエンティ

フィック（IS社）は11日、「インターネット

の時限利用課金システム」に関する特許につ

いて、特許権侵害の可能性が高いとしてプロ

バイダー（ISP）など3社に対し使用差止の

仮処分を申請したと発表した。

請求が出されているのは、無料ISPのゼロ

株式会社（旧マスターネット）と、ネット決

済用プリペイドカードの株式会社ウェブマネ

ーおよびビットキャッシュ株式会社について。

この特許は、日本国特許「第2939723」

および米特許「5,956,697」。「ターミナルサ

ーバと認証サーバ、認証データベース、課金

サーバを備え、拡張認証データベースで管理

されるクライアントの接続度数がゼロになる

までの間に限りインターネットの接続サービ

スを提供することを特徴とするインターネッ

トの時限利用課金システム」に関する、いわ

ゆるビジネスモデル特許。IS社は4月、ISP

各社に対し「特許に抵触している

可能性がある」とするメールを一斉

に出しており、その後も対象を絞っ

て同様の連絡をISPに送っていた。

なお、この特許の出願にあたっては

特許庁から、ユーザーIDやパスワ

ード、接続時間の管理などはすで

に行われていることとして拒絶理由

を通知されているが、IS社がそれ

らとは違うシステムとして意見書を

提出して特許査定を受けている。

この件について株式会社ゼロで

は、特許以前から音楽配信などで

同様のシステムを使っていたことなどから「当

社のビジネスには合致しない。無視する」と

コメント。また、株式会社ウェブマネーは「仮

処分申請書を受けとっていないので詳細は不

明」としながら、「弊社の事業はIS社の特許

に何ら抵触するものではなく、特許を侵害し

ているとの主張は全く事実無根」と発表。ビ

ットキャッシュ株式会社も「インターネットの

時限利用課金システムの特許のことであれば、

抵触していないと考える」と語っている。

www.iswebnet.com/t_lawsuit.html

［9/12 masaka@impress.co.jp］

今月の注目ニュース

INTERNET Watch ダイジェスト
「INTERNET Watch」は日刊のニュースメディアです。
このコーナーでは、INTERNET Watchの記事の中から注目記事をピックアップしてお届けします。

IS社のウェブサイト。 www.iswebnet.com
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韓国のメタ検索エンジン「WAKANO」、
日本でもスタート
韓国でインターネット事業を展開している

ラス21の日本法人、株式会社ラスエンター

プライズは、メタ検索エンジンを使った検索

ポータルサイト「WAKANO」を9月1日よ

りスタートすると発表した。利用は無料。

「WAKANO」は、複数の検索エンジンに

同時アクセスし、得られた結果を類似した文

章ごとにリアルタイムに項目分けして表示す

る“知能型自動分類検索”の機能を持つ。

たとえば、「遺伝子」で検索をすると、「遺伝

子実験」「遺伝子工学」「遺伝子情報」「遺

伝子栄養学」など、遺伝子に関する情報を

分類して表示する。試しに「ドラクエ」で検

索してみると、「ドラクエmidi」「ドラクエ攻

略」「ドラクエワザ集」などに分類して表示

された。

また、「MyWA」と呼ばれる、ユーザーが

独自に必要なサイトを登録できる機能や、映

画やスポーツなどの分野別にサイトを分類し

たディレクトリー型のガイドもある。現在登

録されているのは1200サイトだが、2000年

末には3000サイトの登録を目指す。

ビジネスモデルとしては、広告収入や、メ

タ検索システムのレンタル事業などを行うほ

か、iモードなどの携帯電話端末向けの有料

サービス、メタ検索エンジンを利用した多国

間の電子商取引などを行う考えだ。今年12

月までに8,000万円、2001年12月までに9

億円の売り上げを目指す。

www.wakano.co.jp

［8/28 junko@impress.co.jp］

工業所有権仲裁センター、jpドメインをめぐる紛争処理を10月から開始
日本弁護士連合会と弁理士会が共同運営

する工業所有権仲裁センターは、日本ネット

ワークインフォメーションセンター（JPNIC）

と協力し、10月19日よりインターネットの

ドメイン名をめぐる紛争処理を始める。7月

19日に策定された「JPドメイン名紛争処理

方針」に基づきJPNICによって認定された。

具体的には以下の流れになる。他社の会社

米国Shockwave.com社は、日本向けに

ShockwaveやFlashを使ったエンターテイ

ンメントコンテンツサイトを提供をするための

新会社、ショックウェーブ・ドットコム株式

会社を設立したと発表した。

主要株主は米Shockwave.com、トラン

スコスモス、イー・ベンチャーズ、富士銀行、

富士銀キャピタルの5社。資本金は3億

5,000万円。jp.shockwave.comには、ゲ

ームやアニメーション、音楽、グリーティン

グカードなど約50種類のコンテンツがある。

具体的には、定番のテトリス、ソリティア、

3Dアニメーションを使ったリアルなビリヤー

ドゲームなどのほか、米国の人気アニメ「サ

ウスパーク」を吹き替えたものもある。音楽

コンテンツも充実しており、リッスンジャパ

ンと提携し、1400曲以上の邦楽と約6万曲

の洋楽をダウンロードすることができるほか、

デビッド・ボウイやブリトニー・スピアーズの

曲を自由にアレンジできるコンテンツもある。

なお、サイト上の気に入ったコンテンツを

カテゴリーごとに整理して保存できるツール

「Shockmachine」も無料でダウンロードで

きる。現在は95％が米国のコンテンツを日本

向けにしたものだが、今後はコンテンツパー

トナーとの提携で日本独自のコンテンツを

50％程度にまで増やしていく。

また、Shockwaveはサイズが小さいため

携帯電話端末やPDAなどへの搭載も容易だ

として、今後はiモードなどのワイヤレスマー

ケットに参入することも表明した。

jp.shockwave.com

［9/13 junko@impress.co.jp］

名や商標をドメイン名として登録し、高額で

転売を図ったり、類似ドメイン名でユーザー

の混同を招くなどの不正な登録や使用で権利

を侵害された企業が、仲裁センターに申し立

てを行う。これを1名または3名の紛争処理

パネルが審査して「裁定」を下す。裁定で不

正と判断され、ドメイン名の取り消しまたは

移転という結果が出されると、紛争処理方針

に基づいてJPNICがそのドメイン名を削除ま

たは申立人に移転する。なお、登録者がその

裁定に不服の場合は裁判所に提訴することも

できるようになっている。通常50日前後での

処理が可能で、処理手数料は18万円から、

原則として申立人の負担だ。

www.jpaa.or.jp/i-center/

［8/18 aoki-m@impress.co.jp / 金丸雄一］

ショックウェーブ・ドットコム株式会社が設立、富士銀行らも資本参加

sINTERNET Watch（ウェブサイト） www.watch.impress.co.jp/internet/

sメールサービス購読申し込み www.ips.co.jp/watch/info_in.htm

INTERNET Watchでは、ウェブサイトと有料の電子メール

新聞でニュースを配信しています（1,800円／6か月）。
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